
評価調査結果要約表

1. 案件の概要

国名：パラグアイ国
案件名：電気通信訓練センター計画
分野：人的資源
援助形態：プロジェクト方式技術協力
所轄部署：社会開発協力部 社会開発協力第2課
協力金額総計：8.97億円
協力期間：（R/D）：1992年4月1日～1997年3月31日
（延長）：1997年4月1日～1999年3月31日
（E/N）（無償）1991年（第1フェーズ）1992年（第2フェーズ）
先方関係機関：公共事業通信省（MOPC） 電気通信公社（ANTELCO）
日本側協力機関：日本電信電話株式会社（NTT）

1-1 協力の背景と概要

パラグアイは、1977年に策定した「社会経済発展国家計画」に基づいて「電気通信部門を強
化することにより、電気通信及び電子工学の分野における人的資源を質・量ともに改善」する
ことを目標に、この分野の近代化に取り組み、電気通信公社（National Telecomunications
Administration : ANTELCO）の訓練教育機関である電気通信学園（Paraguayan
Telecommunications Institute : IPT）で、国家レベルの技術者養成を目標とした。

しかし、IPTにはこれら技術者の育成に必要な人材、機材、設備、建物が十分に備わっていな
かったため、パラグアイ政府は1989年に我が国に、無償資金協力と技術協力を要請した。

我が国政府はこれを受け、無償資金協力ならびにプロジェクト方式技術協力の実施を決定し、
この決定に基づき、JICAは無償資金協力の調査と並行して1990年11月、プロジェクト方式技
術協力のための事前調査団を派遣し、要請内容の確認と協力計画の検討を行い、さらに1991
年7月には詳細に実施計画の内容を検討するために長期調査員を派遣した。これらの結果に基
づいて1992年2月27日には実施協議調査団が討議議事録（R/D）の署名を取り交わして、同年
4月1日から5年間のプロジェクト方式技術協力を開始した。

（5年目の終了時評価調査において、「訓練用機材の納品の遅れにより、一部の訓練コースの
技術移転が不十分」であったため2年間延長された）

2-2 協力内容

（1）上位目標

ディジタル技術を応用できる電気通信技術者が養成されることにより、パラグアイの公衆電気
通信サービスが向上する。

（2）プロジェクト目標

ディジタル技術に対応可能な訓練コースを実施することにより、訓練生はディジタル技術に対
応可能な技術者（エンジニア及びテクニシャン）として養成される。

（3）成果

1. 必要数配置された訓練指導者が十分な教授能力を持つようになり、また訓練指導体系（カ
リキュラム、テキスト、教材等）が確立される。

2. 訓練に必要な施設、教材が準備される。
3. 訓練コースが適切に実施される。

（4）投入（評価時点）



日本側：

長期専門家派遣 30名（325MM）
短期専門家派遣 19名（32MM）
研修員受入 23名（53MM）
機材供与 501百万円
ローカルコスト負担 33百万円
38百万円
総額 8．97億円

相手国側：

カウンターパート配置 16名
土地・施設提供 執務室
機材購入
ローカルコスト負担
現地通貨 384百万円相当

2. 評価調査団の概要

調査者（委託コンサルタント名）

Centro de Analisis y Difusion de Economia Paraguaya（CADEP）
Ing. Fernando Masi, Ing. Jose Brunstein

調査期間：2004年2月16日～2004年3月31日

評価種類：事後評価

3. 評価結果の概要

3-1 評価結果の要約

インパクト、自立発展性を対象に、それぞれ5点満点（5：特優、4：優、3：良、2：可、1：
不適切）で採点を行なった

（1）インパクト（平均3.23点）以下5項目で評価

1）（社会経済インパクト：3.3点）

プロジェクト実施後は、ディジタル回線利用者の比率が増加した。また、利用者に対する
ANTELCOのサービス（デジタル交換、伝送、無線等）が増加した。

本プロジェクトの研修コースの受講者は、ほとんどがANTELCOの職員であるが、電気通信
セクター全般の推移をみると、90年代にはANTELCOが管轄する公共電気通信の成長率・設
備投資よりも、民間セクターの成長率・投資が高かったとから、全般的にはプロジェクトの
インパクトは低かったと判断される。

又、ANTELCOのサービス料金の値上げは社会経済面でマイナス要因であると判断される。

2）（電気通信の技術面でのインパクト：3.3点）

マイナス面：設備投資は低く、予算執行率も悪い。予算の関係上アスンシオン大学・工学部
に移管された後は更に悪くなっているものと思料される。

プラス面：設備投資による新技術の導入は、育成された人材により可能となった。

3）（サービスの利用者に対するインパクト：1.8点）

本件については、インパクトの項目で最も弱い点とであると判断される。これは、プロジェ
クトによって改善されたANTELCO, COPACO（パラグアイ通信会社）が提供する技術サー
ビスがユーザーには改善されたとは認知されていないからである。



ANTELCOの運営効率の低さが上記問題を招いており、プロジェクトの実施によって改善も
されなかった。（例：新しい電話回線を引く作業もかなりの時間を要する）

プロジェクトはユーザーのサービスに対する信頼性の認識を変えることは出来なかった。

4）（ANTELCOの民営化（COPACO）に伴うIPTのANTELCOから国立アスンシオン大学・工学
部への移管（2002年4月）の長所・短所：3.8点）

長所：アスンシオン大学は教育機関であるため、人材教育・養成活動の観点から有利であ
る。

また、IPTで実施している研修コースも工学部の課目の一部として取り入れることが可能と
なり効率的である。

短所：アスンシオン大学・工学部に移管されたことによりIPT運営に係るCOPACOの予算は
減少したが、これは、予算不足が強調されるアスンシオン大学・工学部にとって運営（予
算）の負担の増加をもたらした。

また、アスンシオン大学・工学部への移管に伴い、研修コースの受講料を見直すことによ
り、ANTELCO・COPACOが運営していた時期と比較し、研修の質が低くコストが割高にな
る傾向にある。

5）（インパクトのマイナス面：4.0点）

基本的にはマイナス面のインパクトはない。

アンケートによると卒業生の就職状況は相対的に良く、IPTは電気通信分野での唯一の技術
者養成機関であり、外国へ流出する技術者も少なく、国内の同分野の技術者に対する需要を
満たしている。

（2）自立発展性（平均3.15点）以下7項目で評価

1）（政策：2.0点）

民営化されたCOPACOが市場を独占しているが、現政権の電気通信分野に対する競争促進政
策は不十分であり、民間セクターの投資も少ないことがマイナス面として挙げられる。

プラス面として、電気通信分野への国家予算が年々上がっていることが挙げられ
る。1990･2000年の間COPACO、CONATEL（国家電気通信委員会）予算は前年比平均
28％の割合で増加した。

2）（他の機関との連携3.3点）

アスンシオン大学･工学部に移管されたばかりであるため、現段階ではCITEC（旧IPT）と他
の機関との連携は少ない。しかし、COPACOとの協定が締結され、且つANDE、CONATEL
との協定締結も予定されていることから、徐々に連携が形成されつつある。

また、民間セクターでは優秀な技術者の雇用育成に力を入れており、CITEC（旧IPT）の卒
業生を優先的に雇用する意向を述べている。

3）（C/P能力3.3点）

IPTのア大工学部への移管により、ほとんどのC/PがCOPACOに戻っている（5名のみCITEC
に残留している）。

しかし、プロジェクト終了後も研修コースプログラムの変更、更新等が実施され、多数の研
修コースをモジュールに分け、受講時間数を調整するなど旧C/Pは研修運営能力を有してい
る。

また、新しいインストラクター（情報処理、言語、光ファイバーコース）も積極的に増員し
ている。

4）（インストラクター能力5.0点）



インストラクターの能力は比較的良いと言える。新しいインストラクターを雇用する場合、
電子分野専門学校または電気通信・電子技術者として卒業した者且つ、5年以上の実務経験
を要することが条件として定められていることからインストラクターの水準は高いと判断さ
れる。

5）（生徒・卒業生状況3.8点）

卒業生の就職率（電気通信分野）の割合は比較的高く、JICAの協力についても認識している
ことがプラス面として挙げられる。

また、卒業生の就職先での職位も比較的高い地位にあり、68％が操作技術者、22％が関連
部署のチーフであり、残りの割合に総務関連業務及び技術マネージメント業務が含まれる。

但し、入学生の3分の1のみが大卒以上の学歴を取得しており水準が低く、応用的な研修
コースの開講が制限されることがマイナス要因として挙げられる。

6）（予算2.0点）

CITEC（旧IPT）の予算状況については、国家予算に頼ることが必須であること及び予算の
執行率も悪いことから、状況は好ましくないと言える（執行率は2002年度22％、2003年
度は46％となっている）。

7）（機材・インフラのメンテナンス2.5点）

前項で述べた予算状況の影響もあり、機材・インフラメンテナンスの自立発展性の期待は低
いと判断される（機材に係る投資は1997年以降漸減傾向にある）。

CITECが所持している機材の12％が悪い状態にあり、また過半数の機材は古く研修コース
を実施するのには不十分であることがCITEC技術者より強調されている。また、コースに利
用する資料の更新も必要である。

3-2 効果発現に貢献した要因

（1）計画内容に関すること

電気通信のディジタル化の波を見込し、ディジタル化対応の技術移転を行ったことによ
り、COPACOがユーザーに提供するサービスの質が向上した。
プロジェクトで育成した人材がCOPACOの管理職に定着し、プロジェクト終了後も時代の
ニーズ変化に対応した研修カリキュラムの改編を行っている。

（2）実施プロセスに関すること

ANTELCOの民営化に伴うIPTの国立ア大への移管という変化はあったものの、研修コースの
実施にあたり、CITEC（旧IPT）で新規に雇用する講師レベルを高く保ち、また
COPACO、ANDE（国家電気庁）、CONATEL等の顧客企業と協力協定を締結することで
CITECの自立発展性確保に努めている。

3-3 問題点及び問題を惹起した要因

（1）計画内容に関すること

ANTELCOの民営化や携帯電話の急激な普及など、電気通信市場の構造的な変化が十分に計画
の段階で織り込まれていなかった為、CITECの研修に一部業界ニーズと合致しない面があ
る。

（2）実施プロセスに関すること

CITEC・FIUNA（インノベーション技術センター・国立アスンシオン大学、工学部）の不安
定な予算状況が、プロジェクトの持続発展性に影響を及ぼすことが懸念される。

3-4 結論

本プロジェクトの達成度の妨げになったと思われる要因（外部条件の変化）、特に



CITEC（旧IPT）がCOPACOからFIUNAに移管され転換期にあることを考慮すると、インパク
ト（平均3．23点）・自立発展性（平均3．19点）はともに許容範囲であると評価出来る。
インパクト：社会経済、電気通信分野技術面でのインパクトはあったが、ANTELCO,
COPACOの技術者が主な裨益者となっており、利用者に対するインパクトは非常に低かっ
た。また、アスンシオン大学・工学部への移管に関しては、長所・短所はあったが教育機関
に移管されたことから比較的良いインパクトを与えたと言える。マイナス面でのインパクト
はほとんどなかった。
自立発展性：インストラクター・C/Pの能力や生徒・卒業生の能力が高いことから人的な自
立発展は比較的保たれている。しかし、政策や予算措置、機材・インフラのメンテナンス等
を考慮すると、必ずしも自立発展性が保たれているとは言えない。

3-5 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言）

（1）相手国政府・実施機関への提言

電気通信分野の国家計画やプログラムの中に、CITECの役割を明確に位置付ける。
受講生数の増や他のサービス（デジタル交換、伝送、無線等）の提供を促進することによ
り、CITECの収入基盤を強化することを検討する。
国際機関及び国家機関の協力連携を保つことで、CITECの自立発展性の確保に努めるべき。

（2）JICAへの提言

パ国においても、公共事業の民営化が大きな政策の潮流となっており、官民の役割を踏まえ
た上で、案件形成をする必要がある。

3-6 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、運営管
理に参考となる事柄）

（1）COPACOの民営化といった大きな政治的改革や民間セクターの伸長など外部環境の変化
をプロジェクト実施前に十分に考慮・検討するとともに、対象セクターの構造変化を踏まえて
柔軟に研修コースを見通すことが必要である。

（2）人材育成を目的とする人的資源案件は、機材とのバランスを考慮しながら計画する必要
がある。そうでなければ達成度の過小評価や、機会を生かせないことが懸念される。

3-7 フォローアップ状況

（1）平成15年度フォローアップ案件（ハード型）として全分野を対象にした機材の補修の要
請あったが、本調査及びシニアボランティアの意見等を踏まえ分野の絞込みを実施する方向で
ある。（機材が古くスペアパーツの製造が中止になったことや、全分野を対象にすると経費的
な問題が生じる）

（2）CITECにシニアボランティア4名が活動中。（TVプログラム、デジタル無線、デジタル伝
送、グループコーディネーター）。（派遣期間：平成16年4月～平成18年4月）


